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タイにおける人権に関する教育の目的と課題

Associated Schools Projectの実践より

馬場 智子

1.はじめに

現在人権に関する教育の必要性は、世界各国で共有されている。世界人権宣言をはじめとする

多くの国際文書では、人聞の権利および尊厳擁護の履行手段の 1っとして、必ず人権に関する教

育の推進が含まれている。では、教えられている 「人権」となにか。 「人権教育のため白国連10

年」では、人権を普遍的かっ不可分なものである、と定義している。しかし近年は、文化相対主

義などの観点から 「人権の普遍性」についての議論が活発化している。 「人権の普遍性」につい

て白結論が出てい伝いことを前混として、次にあらわれる問題目 1つは 「人権が普遍的かい伝か

によって、人権に関する教育内容 ・方法が変化する白か」ということである。

概念白変化が教育内容にもたらす影響について阿久津 (2∞7)は、日本では公権力が人権を侵
害 Lうるという認識が育たない教育内容となっていると述べている。慨念の変化が教育方法にも

たらす影響と Lて、メリー (Merry，S.E.)(2叩6)は人権の伝達方法に関L、「人権の普遍性」

を重視する方法と各集団がもっ文化・ 社会的背景を重視する方法に分かれ、解釈の違いが人権慨

念の伝達方法に影響することを示Lた。以上より、人権についての解釈が異なると、人権に関す

る教育の内容 ・方法が変容Lうるといえる。馬場 (2∞8)は、「人権回普遍性」をより重視する
かそうでないかでタイには 2つ白人権解釈が存在L、それぞれの解釈に基づいて活動するNGO

による実践と私立学校由実践を比較して、両者が同じ文化・社会を背景に Lながら人権に対する

解釈の相違によって教育内容や方法を異にLていることを指摘Lた。これらの指摘をふまえ本稿

では、教育省が直接関わるプロジェクトであるAs回ciatedSchools Project(教育省とUNESCO

の協同プロジェクト、以下ASP)に焦点、をあて、タイの公教育において 「人権の普遍性」には比

重が置かれているのか、もLくはそうでないのかという点をカリキュラム内容とASPの授業内容

から分析し、現在カリキュラム ・ASPが抱えるrJ市語から、今後タイの公教育はどのような点に留
意して人権に関する教育を行うべきかについて考察する。

2タイにおける人権に関する教育の歴史的背棄

アジア白人権に関する教育白ルーツは植民地支配に対する独立運動にみられるが、タイはアジ

アで植民地支配を受けることがなかった数少ない国のIつである。 LかL、あるいはそれゆえに

一般市民が人権に関する諸問題に関心をもっ機会が少なく、フォーマル ・インフォーマル教育と

もにそういった問題を取り上げることはほとんどなかったc 個人の権利や自由は、1932年の立窓

革命 1以降に制定されたすべての憲法に明記されているが、その事実は法学者や学生などごく一

部の専門家にLか認識されておらず、大半の国民は自らが権利を主張する法的根拠の存在につい
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てほとんど知る機会が屯かった。

タイで人権擁護を唱導する運動が始まった白は、自白人権協会(Uni岨 f凹 CivilLiberty)が19

75年、社会のための宗教調整グル プ(CoordinatingGroup for Religion in Society)が1976

年にそれぞれ創設されたときであるら自白人権協会は、民主政治を信奉する学生、研究者、弁

護士らなどによって組織された。また、社会のための宗教調整グループは、人権白キャンベーン

活動という共通の目的を持った宗教関係者が、宗派 ・宗教白枠を越えて結成Lたものである。両

者とも人権回擁護を第一目的にして、政治犯の釈放要求、公正な裁判手続きの確立、不平等な法

律の撤廃などに取りくんだ。

しかし、彼らの活動は一般の人々に知られることはほとんどなかった。当時は5回目ク デタ

による政権交代 ・ゲリラの勢力拡大等、国内情勢の混乱期であり、国家イデオロギ 白強化策が

公教育の課題とされていた。 1977年国家教育計画で初めて「国家 ・宗教 ・国王J(ラックタイつが

明文化され、国家教育計画に基づき1978年に初等教育カリキュラムが (中等教育カリキュラムは

1981年に)編成されるなど、国民教育の強化に向かう時代であった。

そこでNGO団体は、自らの活動に対する賛同者を増やすため、法律に基づく個人の権利につ

いてのインフ 2 マル教育を閥貯Lた。当初の参加者は、自分たち白権利やそれらを守る方法

を知りたいと考える地方の人々が中心であった。これには、国家主導由経済開発によって、ダム

建設などの大規模な計画が数多く遂行されたことが背景にある。当時は住居を追われた人々への

補償が行われず、地方白人々は開発の思恵を受けるどころか自らの権利を侵害されていた。

そのような各地での教育活動もあり、 1980年代には、各NGO構成貝に権利問題の当事者が加

わりはじめた。また、 NGOの教育活動で権利を認識Lた人々が自らNGOを立ち上げるようにな

り、198日年代半ばにNGC団体の数が急激に増加Lた。現在ある約200のNGOのうち、40%が1987

年版のNGO名鑑で追加された団体5である。数が増加Lたことで、各NGOの役割が特化されるよ

うになった。教育活動の内容も、法律を中心と Lたも白から労働者自権利、環境問題、女性に対

する暴力や搾取といった、より個人に身近な問題が取り上げられるようになった九 198日年代に

は内政は安定Lたが、グロ パル化によってもたらされる価値観の多様化を抑止するため、政府

は家庭的国家道徳の普及政策を展開Lた。 1992年国家教育計画では、ラックタイという表現は文

面から消失Lたが、「道徳的価値JI国民文化JI宗教的価値」の普及という表現に変化して、そ

の理念は維持されていた。 1978年カリキュラムもほぼ内容を変えずに用いられていた。

1991年2月のク デタ 後9月に総選挙が実施され、それ以降は選挙による政権交代が定着L

た。圏内情勢の安定化や、 1鈎2年までに「子どもの権利条約」、「あらゆる形態の女性差別の撤廃

に関する条約」を締約Lたことで、 NGOの主張に法的根拠が成立Lた。しかし政府は、人権に

関する主要な国際条約を締結する際、いくつかの留保・撤回を同時に行っている。例えば、「子

どもの権利条約」を採択する際、「子供が国籍を得る権利」、「難民の子ども由権利」、「先住民族と

マイノリティの子どもが自らの文化に根ざLた教育を受けられる権利」の3つは留保されていた 70

国内法における人権や尊厳擁護に向けた大きな変化は、 1997年に新憲法(当時)へ改正aされ

1999年に国家人権委員会法が制定されたことであろう。こ白法律に基づいて国家人権委員会が設

立され、人権尊重および尊厳の理解を促進し、人権侵害の事実が認められた場合に政策や勧告を

提言する公的機関が初めて政府に組織された。当初は法務省の元におかれる予定であったが、設
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立に関わったNGOや政治家の 「人権や人間白尊厳は、圏内田行政上にとどまる問題ではない」

という批判から、ど白省庁にも属さない機関qとされることとなった。現在国家人権委員会は、

教育に関する職務と Lて却02年から開始された6ヵ年戦略プラン 「人権および尊厳の尊重に関す

る社会的芋習の支援問」に取り組んでいる。具体的には、自由人権協会を含めた複数のNGOと協

力して、笹察や軍隊関係者への人権理解教育や公立学校を対象と Lた園内における権利および尊

厳の侵害問題に関わる教育を行っている~ また、教育省とUNESCOの共同活動をコーディネー
トL、ASP白設立に憐わっている120

現在、タイには国際的な人権に関わる組織が複数置かれ、国際会議が行われることも多く、N

G亡の活動が活発な固ということができる。また、国家人権委員会が設立され連関機関としての

役割を担うことで、これまでNGOが行ってきた活動の蓄積が政策により反映されるようになっ

た。次章では公教育における 「人聞の権利および尊厳に関する教育"Jの目的について説明する。

3公教育における「人間の権利及び尊厳に関する教育」の目的

前章で1997年目憲法で初めて人権の擁護に関Lて言及されたことに触れたが、1999年の国家教

育法白第一章においても、人権や尊厳の擁護を促進することが学習過程を通じて求められるとい

う内容がある。また、国家人権委員会による 「人権および噂厳の尊重に関する社会的学習の支援」

において、人権理解教育の目的は、「人権JI尊厳」という概念を広め、それらの擁護に貢献する

ことであり、平和で調和のとれた社会を築くことであると明記されている。 Lかし、人権教育ナ

ショナルプラン策定担当者であるSuwan回 thitは、fhumanrightsJという用語が、西洋起源の

慨念であると Lて反発を招く場合、必ずLも用語そのものを用いる必要はないこと、人権教育は

あくまで従来の宗教(仏教とは明記されていない)の理念と統合することが必要であるというこ

とを説明Lている1%以上より、公教育における人権教育においてもNGOと同様に 「人権」など

の慨念の普及を目的と Lているが、「はじめに」でとりあげたMerry白分析に Lたがえば、従来

の文化や価値観を重視Lた形で行うことがめざされているということができる。

こうした目的がいかなる形でカリキュラムや教科書に反映された白かをみるため、次章では現

行 (2∞1年)のカリキュラムと教科書の内容を分析する。

4.2001年力りキュラム・教科書にみる「人聞の権利および尊厳に関する教育」の内容

本節では、NGOの活動の影響を受け公教育がどのような形で人聞の権利や尊厳といった慨念

を取りこんだかについて、初日1年カリキュラム(中等教育6年間町と現在用いられている教科

書の内容を、先行研究をふまえて分析する。

これまでナショナリズムを重視Lた国民教育のもとで、国民の義務が重視されていたnカリキュ

ラムが、NGO白 「人権とその行使の方法を教える」という教育内容をどのような形で反映させ

た白かを分析するため、①義務と権利の関係(二重線部)、②グローパルな価値とナショナルな

価値の関係(ゴシック部)、という 2つの視点、をおいた。 ①は人権の慨念が明示されたかに着目

し、②では、人権をふくむ価値教育が、ナショナルな価値かグ ロ パルな価値か、いずれに重点

をおいて行われるのかに着目している。②を視点、と Lておいた理由は、NGOでは 「人権の普遍

性」を重視Lた解釈に基づいて活動が行われていたため、NGOの人権に関する教育を踏襲Lて
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いれば、公教育においてもグローパルな価値を重視する傾向がみられると予測し、 「人権回普遍

性」についてカリキュラムがいかなる立場をとっている白かの判断材料とすることが目的である。

表 1: 2曲1年 「社会科・文化・宗教」カリキュラム

1-3年生のカリキュフム 4-6年生白カリキュラム

「内容2 市民の義務・文化・ 2 社会および国家目よき市民 2 地球社会および国家のよき
社会生活 よき市民としての としての地位、役割、権I'h 市民と Lての地位、役割、権

義務に従い、タイの法律・伝 同由、義務を認識し、社会で 主'h自由通蓋重量を果たし、 タ

統・文化に基づき自ら実践し、 平和に生活するための自分お イ社会および地球社会の平和

タイ社会および地球社会にお よび他人を保護するム、盤家庭の重 な生活に影響のあ家る庭ム、盤コ保ミ護
いて平和に共に生活する」の 要性を理解し、 自分 、 に参加し、自分、 ュ

水準内容より コミュニティおよび国軍に閤 ニティ 、国家および地球社会

係する法律に基づき行動する。 に関係する法律に基づき行動

3 社会的組織を理解し、タイ する。
目知恵および文化目価値を認 3 社会的組織の重要性を認識
識L、地域および国家のシン L 、 タイおよびさまざまな国
ボルである文化を維持するた の知恵および文化の価値を認

めに行動L、近隣諸国および 識L、適切な文化を選択L受

タイの各地方白文化について け入れるために合理的に分析

倒ているところ、異なってい Lて考えられ、国家の優良な

るところを比較し、総合理解 文化を維持し、 さらに永遠に

を目指す。 存在するために状況に対応L

1 現在白さまざまな政体を理 て変化 ・改善させる必要性を
解Lたうえで、 タイ由政体の 認識する。

構造を分析し、平和的共生の 1 現在のタイおよび地球社会
ために社会倫理、道徳に基づ の政体が生活および国交にも

いた民主主義白原理と様式に たらす影響を分析L、利益供

て利益供用のために、すべて 用および政策を理解L、国主

の人々が参加する民主主義政 を元首とする民主主義政体を

体白重要性を認識する。 保持する必要性を認識する。

出奥)Depar凶lentof Curriculum皿 dh叫 ructionDevelopment. Ministry of Education. 2曲2

pp_14-17、(円本語訳は柏木多容考)手もとに筆者作成。

カリキュラム下で使用されている教科書内容瑚と合わせて、以下に各視点からの分析を行う。

盆豊費生監到金堕盛

2001年カリキュラムでは義務と共に必ず権利(も Lくは自由)という慨念を併記するようになっ

た。また、前期 ・後期両方において人権の重要性に言及Lたことは、大きな進展だといえよう。

また、初めて人権という慨念が明記されたのと同時に 「ル ル・規目IJ・法律」の一環として人権

に基づく子どもの権利を学ぶ、といったように国際条約 ・規約も教育内容にふくまれて凶いる。

以前のカリキュラムでは人権という概念を明記Lていないが、関連項目として少数民族や国境付

近白人々を取り上げていた九 1981年カリキュラムの中等1年の内容では、タイの地理や自然環境、

そして国家成立白歴史や各宗教の教義について学び、少数民族や国境付近の人々については、居

住地域白自然・社会環境の慨要や移民という現象がタイ社会に及ぼす影響との関連が説明されて
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いる。世界三大宗教(確認Lた教科書"ではヒンドゥー教も)の開祖と教義について、またタイ

の各地域の地理 ・自然環境についてはそれぞれグ タなどを用いて詳細に述べられているが、現

行の教科書のように、例えば北部にいる少数民族にはクリスチャンと精霊信仰の人々がいる、と

いう圏内の信仰についての知識や、南部のゴム農家がしばしば国際市場白影響を受けて生活苦に

あえいでいる、といった生活状況nにまでは言及Lていなかった。

また中等5年の内容では、タイの生態系や人口動態をとりあげていた。まず、タイの人口移動

の範囲を地域内移動、地域間移動、国家間移動の3つに、また移動の要因を経済的要因(出稼ぎ、

洪水などの自然災害等) ・社会的要因 ((出稼ぎ労働者による)家族呼び寄せ、土地所有権の喪

失等) ・政治的要因 (紛争の回避、信条や価値観の相違等〕、の3つに分類Lて説明する。次に、

東北部(ラオスとの国境)と東部(カンボジアとの国境)白学習の中で移民について学習する。

東北部の移民は、土地がやせていて貧Lいために都市部へ移入することが説明され、都市部と農

村の格差問題や農業保護の問題というトピックとして扱われていた。 一方、東部の移民は、カン

ボジア国民であるが民族的にタイ民族である人々が越境してくる事実を挙げ、国境管理の問題や

彼ら移民自国籍取得問題として扱われていた。 Lかし、現在も問題となっているミヤンマ やラ

オス・カンボジアといった隣国から白不法入国者についてはカリキュラム・教科書ともに全く言

及がなかった九 これは現在でも政治的判断が難Lい問題加であり、当時公教育で教える必要があ

るかいなかの判断が定まっていなかったことも原因であると考えられる。

一方、2001年カリキュラム下では人権が明記されただけではなく、教科曹においても、国民の

義務と同時に憲法で保障される人権や自由について 「憲法目下の統治」、「タイ国の法律」といっ

た単元で前期中等から取り上げられていた。 6年生では 「少数民族」という単元内で 「人権侵害

問題」という項目鏑が設けられていた。以下に項目内容を記す。

「人権について、(1997年、筆者注)憲法は第 3章で以下のように述べている。 『権利と自由は、

タイ人が国家目下所有するも白である。そ Lて少数民族、外国籍白人、災害避難民、国籍を持た

ない人々舗もまた、保護の対象に含まれているJo(中略)少数民族は、抑圧に対抗する活動を起

こすかもしれない。例えば彼らは、生活苦白ためドラッグの生産 ・販売を行っている。また、ミヤ

ンマ 政府が少数民族の土地所有(居住)を制限する(しばしば、タイ政府の方針と対立Lてい

る)た品、反対運動を行っている。(中略)その他の地域からも少数民族がタイに避難Lてきて

いる(ミャンマータイ国墳の避難民の写真)。彼らの援助白ため政府は、人道主義にのっとって

食事提供や医療活動を行っている」

無国籍者の問題に触れたり、麻薬栽培をLているということだけではなく、その原因に貧困が

あることや、政府主導白土地改良が進められていることを解説Lたりするなど、圏内における人

権問題の原因と解決策を提示するように変化Lている。

カリキュラムと教科書の課題と Lては、少数民族白人権問題と生徒たちとの関連についてほと

んど述べられていないことが挙げられる。よって、社会の課題を認識し解決することをカリキュ

ラム目標の Iつにしているにも関わらず、生徒たちが何をすれば解決に向かうのかという示唆を

得にくい内容になっている。 2001年カリキュラムが大綱的なものであるという性質を鑑みると、
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今後はカリキュラムに具体的な内容を盛り込むという方向ではなく、各学校が主体的に 「社会の

課題を認識L解決すること」をふまえてカリキュジムを作成することが求められるといえよう。

⑦グロ パルむ師値とナショナル江価値目関係

後期の学習内容をみると 「地球社会」というグローパルな意識の育成をめざすとともに、 「国

王を元首とする民主主義政体」というように、ナショナリズムを強める部分もある。また、前期

で各文化を比較するという立場であったものが、後期では適切な文化を選択するという立場に変

更され、特定の価値観を偏重する傾向もみられる。

現行の教科替を分析すると、前期中等では環境問題との関連で世界地理を取り上げているが、

国際情勢や社会問題の詳細について扱うのは、後期中等教育からとなっている。また、人権問題

と同様に問題背景と解決策を含めた記述になっており、これは現行の教科書の特徴といえよう。

以上、現行のカリキュラム ・教科書分析を行った。 2日日1年カリキュラムでは初めて人権という

慨念が明記されたのと同時に、国際条約 ・規約も教育内容に含まれている。視点Q;から、 NGO

の推進してきた、各個人がもっ権利を知ら Lめるという教育内容と共通Lていることがわかる。

Lかし、カリキュラム制定から年度が浅いこともあり、森下・鈴木 ・カンピラパ プ (2007)の

日本とタ イ白児童を対象と Lた意識調査mでは、タイの児童のほうが ，}権」という言葉を認識

する機会が少ないという結果が報告され、人権の尊重や尊厳を理解する土台はあるが、 今後人類

普遍の価値として人権という価値を共有すべきであるとされている。その理由の1っとして、ト

ンティウはグロ パルな問題に対する教師の準備不足を指摘戸している。これは教職課程の中に

人権を理解する教育が含まれていないことや、高等教育において人権や尊厳、またそれらを理日解

する教育の方法や課題が研究されているのが、(ごく数校の)法学部に限定されている凶ことが一

因と考えられる。

また、視点②からは2∞1年カリキュラムがグローパルな価値を重視するようになったといえる
が、後期中等カリキュラムにはナショナルな価値に言及する部分もみられ、 NGOが行ってきた

「人権の普遍性」を重視Lた教育内容をそ白まま取り入れたとはいえない面があることを示唆す

るものといえる。

要園田 Iつには、 NGOと国家という教育を行う主体目遣いが挙げられるだろう。阿久津は、

人権についての理解には国家をはじめとする公権力と市民白関係を問うことが含まれるため、公

教育において 「人聞の権利および尊厳に関する教育」を実施する際に、国家の介入を排除Lょう

とする側面を削減されることが多く見られる舗と指摘する。 2001年カリキュラムでは、人権とい

うグローパルな価値を取り入れる一方で、ナショナルな価値を維持するため国家を強調するよう

な箇所がみられたといえる。

1970年代当時、マイノリティの自由権と Lての人権が侵害され、 Lかもそれを訴える社会権も

存在 Lない状況があった。 Lかし、自由人権協会など初期のNGOが自由権を拡大させるととも

に、個人の権利や行使方法と Lて由法律を普及する活動を行うことで、多くの人々へ人権回理日解

を深めたコそのような世論の高まりと、グロ パル化にと もなう国際社会の要請から、国際的な

条約を締結するなど国家体制においても社会権が拡大され、次の段階と Lて、政治的な手続きに

基づいた人権の主張が進められるようになった。こう Lた社会権の拡大は、より多く白人々へ人

権の理解および行使できる手段を生み出L、現在では、人権保護を目的とする団体に当事者でも
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法律の専門家でも屯い一般の市民が参加するようになった。また、抗議運動が大きく TVニュー

スで取り上げられるようになり、権利を侵害されている人々が園内にも大勢いること、そ白事実

が忘れられていたことが、活動に参加Lていない人々にも広く認知されるようになった九

人権慨念が浸透し、公教育においてもカリキュラム上人聞の権利や尊厳を扱う必要性が明記さ

れるようになった。 Lかし一方で、人権や尊厳といった問題は教育ではなくそれ以外の分野で研

究すべき問題とみなされているため、教育学部で人権に関わる教育の研究がなされていない現状

から、今後社会問題やカリキュラム内容を十分に反映Lた教育が進められていくかについては疑

問が残る3 さらに、「人権の普遍性」について明言Lないむど、NGOによる 「人聞の権利および

尊厳に関する教育」とは性質が異なっていることも確認できた。

また、人権侵害問題と(マジョリティの)生徒たちとの関連についてほとんど述べられておら

ず、具体的に生徒たちが何をすれば解決に向かうのかという示唆を得にくい内容である一因とL

て、現在人権に関わる問題に直面Lている人々に地方の人々が多いことも考えられる。

彼らは、国家開発の影響を大きく受け、ダム建設などによる強制退去や、環境破壊など、開発

の社会的コストを負担させられてきた。開発目思恵を受けることは少なく 、自らの人権や尊厳を

脅かされる事態にも繋がっている。 2001年カリキュラムでは 「地方の知恵」と L、う形で、地元の

状況を理解し、問題解決に繋がるような教育を試みる努力がなされているが、あくまで自分たち

の地元であって、他の地域の実情に踏み込んだ授業が行われることは少なく、そう Lた授業内容

の編成が難Lいという意見鍾もみられる。次章では、ASPの具体的な実践内容を分析し、その課

題から公教育に得られる示唆について考察する。

5. ASPの実践内容と課題

ASPは、1鈎6.91年のUNESCO白ワ クプラン白目標である人権慨全と民主主義の理解促進を

実行化するために開始された計画である。全世界でASPに参加Lている学校は145カ園、約4400

校にのぼる。その目標は1 人権擁護と人権概念理解白促進、2 男女平等白理念を根付かせ、女

性へ自暴力を撲滅、3平和や人権白ための教育を行う機関同士白関係強化(園内外において)で

ある。現在タイ園内におけるASP参加校は1日日校程度であるが、ASPで実践された人権に関する

教育白成果は教育省のカリキュラム作成にも反映されている泊。ASPを取り上げる目的は、教育

省が関わって、継続的に科目横断型授業で人権に関する教育が行われている実践をとりあげ、タ

イが国家全体の人権に関する教育にどのようなビジョンを持っているのかを分析することである。

ASPの活動は、1レッスンプランの作成(社会科や宗教に加え、理科や英語等科目横断的な内

容)、2作成Lたプランを、代表校で実験(タイでは 3つの学校が代表校に選定されている)、3

プログラムの全国的実施、4レッスンプランの実施状況をふまえ、教員対象のワ クショップを

開催、5質問項目を作成し、教員と生徒を対象に評価を行う、というサイクルで実施される。 レッ

スンプランの内容についてPombejrは、今までタイのASPでは直接人権に関わるような侵業内容

を避けて、国際理解や環境問題を取り上げた内容白プランが多く作成されてきた“ことを指摘L

た。 Lかし現在では、憲法における人権の保障に加えて社会的に人権の重要性が認知されつつあ

るため、直接人権や民主主義に関わるプランも作成されるようになっている。作成Lたプランを

試す実験校の選定は、パンコクにある15のASP参加校の教員や菅理職がメンパ となっている国
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家ASP委員会が行った。地方での実践状況をみるために北部(ピサヌ ローク県) ・東北部(ウボ

ンラずャタ ニ県) ・南部(クフピ県)から 校ずつ、 3校とも生徒数が2∞0-40凹人で、
県内でも有数の大規模校が選ばれている。プログラムが全国的に実施されるに至った際は、教育

省の担当者とUNESCコの関係者が主催Lて1997年の12月11日にフォーラムを実施Lた。そ白場

で両者は、タイの人権に関する教育において、ASPが最初かっ最重要白プロジェクトであるとい

う合意を行った。また当フォーラムには全国から60校の校長が参加し、相互に協力関係を築きな

がら活動することを宣言Lた。

次に、実践に移されたプログラムの内容を慨観する。今回取り上げるのは 「奴隷と苦役JI女

の子の権利」の2つである。詳細な内容は割愛する舗が、双方とも、事例紹介→世界人権宣言の

該当箇所を生徒に参照させる→生徒に質問し、議論させる→意見を文章化させる→評価(議論中

の態度と文章による)、という順番に行われている。相違点としては、「奴隷と苦役」の方は目指

すべき目的がはっきりと Lているため、質問内容も 「今もなお世界中に存在する抑圧的な労働を

無くすにはどうすべきか」など、解決方法のみなのに対L、「女白子の権利」の方では、貧困か

ら学校を中退Lて家計を助ける女児の物語を読ませた後、女児の心境を慮る質問から、家族がど

うLて彼女を中退させねばならなかったのか、あなた白考える男女四違いは何か、彼女が男性だっ

たらどうなるか、など、資料自体がやや誘導的(女児が 「学校に行けてとても嬉LかったJI中

退するのは辛かった。私の姉も中退しているが、弟は今も学校に通っている」などと自分の境過

を語る)ではあるものの、より多角的な視点、から人権を考えさせる内容となっている。しかし、

北京での国際会議における宣言喝を資料に用い 「いかなる文化も女性や女児の基本的な権利を侵

害する根拠となってはならない」と教えていることから、女性の持つ普遍的な権利を保障すべき

という答えを導くことを主な目的に Lているといえる。

評価について、まず生徒に対する評価における留意点を説明する。それは、個人の記憶力より

もグル プ単位での議論の活発さ、あるいは批判的思考由実施を重視するという点である。また、

タイのASPは国際的な問題に対する意識を高めることを目的としているため、そう Lた視野が養

われているかということが評価を左右する。教員に対する評価においては、教育内容白重要性を

認識Lているか、適切な授業方法を選んで生徒由理解を深めることができたかといった観点、が用

いられ、5つの観点、のうち教員の技量や人権に関する理解を問うものが4つを占めている。以上

の観点から見て、ASPに参加Lている教員には 「人権に関する知識に乏Lく、教えるスキルが足

りないJIレッスンの計画には意欲を持っている教員がほとんどであるが、時間もそのスキルも

不足している」という評価が下されている。

ASPの実践内容からその課題を分析する。まず、 レッスンについて、形態としては生徒への質

問や議論という形をとっているものの、その結果出されるであろう意見を強く方向付けた教材が

用いられていることがいえる。たLかに、個人目持つ権利を保護することは重要であり、中には

「奴隷申度目廃止」のように自明である権利も存在する。 Lかし、実際にASPにおいても意識さ

れているように、「女性の権利」などはすべてを普遍的な権利であると明言することが難Lい権

利である3 そう Lた権利を扱う際に、誘導的な資料を多く用いるようなレッスンプランが適切で

あるかどうかは議論の余地があるのではないか。

これは、児童の評価において批判的思考を重視するという指針とのずれが生じていないかとい
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うもう一つの課題にも関わる問題である。例えば、教材で学校を中退Lなければならない女児の

悲しみを強調するあまり 「学校に行かない=悪いこと」という図式を持たせて Lまう恐れはない

か。文化や社会的背景によって左右される権利について学ぶ際、実際に批判的思考を重視するの

であれば、女児が学校に行くか行かないか、それぞれの選択肢をとった場合の長所 ・短所から考

えさせるべきであろう。批判的思考を重視するということは、生徒自身がど白ように考えたかと

いう過程を重視することであるので、そ白結果誘導的に教え込んだ場合と大差ない意見を生徒が

持ったとしても、できるだけ異なった観点から白資料を提供する必要があると考える。

6.結論

本稿では、タイにおける人権に関する教育について、カ'JキュラムとASPという教育省白プロ

ジェクトの内容を分析し、タイでは 「人権の普遍性」に重点を置いた教育が行われている白か、

また、現在の課題は何かということを考察Lてきた。その結果、カリキュラム内では 「人権の普

遍性」について明言Lていないが、ASPの授業内容は普遍性を強調 Lたものとなっていることが

明らかとなった。また、カリキュラムや教科書では人権侵害問題は少数民族の項目で扱われ、生

徒と白関わりについて述べられることがほとんどないと指摘Lたが、ASPでは、授業 「女性の権

利」において、「あなたが考える男女白違いについて」など、自分たちの問題として考えること

を促す内容が盛り込まれ、カリキュラム内容の課題を補おうという姿勢が見られた。

一つ目白結論として、人権教育ナショナルプランなどにみられるように、現在タイの公教育に

おける人権に関する教育は、人権や尊厳といった概念の普及を目的としてはいるも白白、必ずL

も至上命題ではなく 、「人権の普遍性」を重視するかどうかは教員 ・学校のスタンスによる部分

があるということができる。それに加え、ASPのレッスンプランの内容からは、誘導的な資料が

多いという課題はあるが 「奴隷制度撲滅」のように答えが自明な問題と、「女性の権利」のよう

に意見目分かれる可能性がある問題の双方を授業で扱い、人権や尊厳の普遍的な部分と、個人主

義など特定の地域における文化の影響を受けた部分がある訂ことを示唆する部分もみられる。 今

後、こう Lた多角的な視点を生かLた侵業を浸透させるには、教員の技畳に任せる白ではなく様々

な社会的・文化的背景をもった人々の意見を加え資料を充実させるべきだと考える。もっとも、

人聞の権利や尊厳の擁護の必要性は現在世界中の多くの地域で社会正義を掲げる運動の根拠になっ

ているえ 自分たちだけの問題ではなく 、他の地域の問題も 「人権侵害である」とすることで当

事者の発言意欲を促L、国際的な議題にのぼり、解決につながることが期待されるヘ よって、

異なった意見を盛り込んだ授業を行うことで、こういう権利を 「人権」と呼ぶという樋念を教え

ることの重要性がいささかも揺るくものではない。

二つ目に、現在のカリキュラムや実践からみた課題として、教育で扱われる人権慨念に対して

国際機関の判断だけではなく国内でも審査をおこなう必要を指摘Lたい。法律面だけではなく 、

公教育において人権慨念をどう定義する白か、そして現在指摘される課題は何か、を常に明確に

Lておく必要があるだろう。現時点では、教科書においてもASPにおいても、人権の定義はUN

ESCOなどの国際機関によるものをそのまま用いる場合が多く 、「タイではこういった状況があ

り、こう Lた定義をLている」という社会的背景などについてはあまり触れていない。こう Lた

議論“を政策レベルだけにとどめておくのではなく、学校レベルでも、「世界人権宣言」ではこう
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言われているが、こ白矛盾についてはどう考えるべきか、また、この部分は国の実情からすると

すぐに実現することは難Lいが、どのようにすれば実現に至るか、などといった議論をカリキュ

ラム ・教科書内に盛り込むことについて、検討の余地があるのではないか。

最後に、本稿から導き出された今後の課題について言及する。今回は教育を行う側の視点、に立っ

て論じたため、教育を受ける側〔生徒・研修を受けた教員〕がどのように人権慨念を受容Lたの

かについて言及できなかった。同じ教育を受けても、個人によって異なった受容がなされる可能

性があり、受容白仕方が異なった原因について考察することも、人権慨念白伝達方法を改善する

にあたって必要な視点であると考えられる。
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Prantilla. Jefferson R.. "Making Thai People Use the Law: Non-formal Legal Education in 

Thailand". (R飴岨町hReport ) NatiOl冶1Research Council of Thailand.Bangkok，1開8

Su鴫ansathit.Savitri.Thailand: Human Rights Education. Hum8n Rights Edu団 tionin Asi8n 
S抽田s.Vo1.3.Asia-Pasific Human Rights information center.2回O.pp.95-102

Thaiwattanaphaanit. s8nkhomsukus88 w8t8.n88th8m Je S8S8n88. matayom3.matayom6. 2回6

(タイの社会科・文化・宗教の中学3年と6年の教科書)

UNESCO. Hum8n Rights白mments8nd Interpl叫8tions.Allan Wingate. 1949 

【日本1吾文献】
阿久湾麻里干 「日本における人権教育の 『制度化』をめぐ忍新たな問題」、ヒューライツ大阪編 『アジ

ア・太平洋人権レビュー 人権をどう教えるのか』現代人文社、剖07年、田町頁。

稲正樹 「タイの一九九九坪園内人権委員会法H亜細亜法学』お巻1号、亜細亜大学法学部、2曲。年、255

270耳。

柏木康郎 「南部タイの国公立小学校 ・中等学校におけるイスラーム教育の試み」日本比較教育学会福

『比較教育学研究』第25号、19四年、 97-115耳。
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「タイの基礎教育改革におけるイスラ ムへの対応」日本比較教育学会福 『比較教育学研究』第31

号、盟国年、 118-137頁。

「タイの基礎教育カリキュラムにおける市民性育成の原理と方法」、平田市l文編著 『市民性教育の研

究 日本とタイの比較』東信堂、 2凹7年、 127-143頁。

タンティウィタヤピタック，ラダワン「タイの社会尭展と人権活動」、ヒュ ライツ大阪編 『アシアの社

会発展と人権』現代人文社、 1田8年、 117-137耳。

トーンティウ サムリー(長光孝正訳)rタイから見た市民性教育 (3)J平田利文編著 『市民性教育の研
究 日本とタイの比較』東信堂、 2凹7年、 2剖おl頁。

馬場智干 『タイにおける 「人間の権利及び尊厳に関する教育JJ、2曲8年 (京都大学修士論文)。

ヒュ ライツ大阪福 『アジアの学校の人権教育』解放出版社、 1田9年。

平田利文 「タイにおける仏教と教育に関する研究J(広島大学修士論文λ1981年。
平田利文編著『市民性教育の研究 日本とタイの比較』東信堂、 2曲7年。

プランテリア，シ孟フ ァ ゾン 「学校の人権教育 アシアの環境」、ヒュ ライツ大阪編 『アジアの学校

の人権教育』解放出版社、 l田9年、 5-22耳。

「アンアの学校における人権教育の状況ムヒューライツ大阪幅 『アジア ・太平洋人権レビュー 人

権をどう教えるのか』現代人文社、2曲7年、 82-98頁。

村田翼夫 『タイにおける教育尭展』東信堂、 2田7年。

議下酷 「第13章 タイの公教育における宗教教育の位置」、江原武 編著 『世界の公教育と宗教』東信堂、
却回年、お1-276耳。

-柏木康郎 ・スネート。カンピラパープ 「日本とタイにおける市民性に関する意識調査結果の比較

分析」、平田利文編著 『市民性教育の研究 日本とタイの比較』東信堂、 2回7年、 197-224頁。

【ホムベジ】

National Hum阻 RightsCommission (タイ国軍人権委員会)

http://www.nhrc.or出(最終2凹8/01/01)

Valai na Pombejr，"HRE in Ass凹 at回SchoolsProject in Thailand" 

http://www.hurights.or.jpjpub/hre曲/1/12.htm(最終閲覧2田町田/町)

日本外萌省

一国際人権盟約 「経済的・社会的及び文化的権利に関する国際規約(社会権規約)Jと 「市民的及び政治

的権利に関する国際規約(自由権規約)J : http://www.mofa.go.jp/mofaijgaiko/kiyaku/index.html 
斗司伊泊の批准国一覧

註

http://globalwarming.mofa.go.jpjmof旬/胆ikojiinken/ichir阻 html(以上2つ、録終2曲8/01/05)

「人権教育のための国連10年 0995-2凹4年)行動計画」邦訳

(最終2曲7/12/12)http://www.mofa.go.jpjmofajjgaiko/iinken/kyoikujpdfs/k_keikaku3凶f

世界人権宣言 http://www .mofa.go.jpjmofaijgaiko/udhr/ (最終2曲7/12/12)

1立憲革命により、タイで初めて民主主義の制度を採用した憲法が制定された、稲、初日日年、

255頁。

ザンティウィタヤピタッ夕、 1998年。以下タイのNGO名日本語訳は当論文による。

3ラックタイとは、 1929年にサガ =カ ンチャナ パ ンが著書 『ラックタイ 』で「タイ国

家目至高田三要素と Lて、民族(国家)、仏教、国王を掲げ、そ白歴史的正当性を理論化L
た国草原理である。

‘プランテリア、 1999年、 11頁。

~Prantilla ， Jefferson R. 1998，p.21 

6Ibid. Prantillaによれば、各NGOは、人権侵害を受けている人々に、自分たちの持つ権利と、

その根拠となる世界人権宣言などの国際文書について教育することを、自分たちの重要な活

動と Lて位置づけていた。 Lたがって、 NGOの数が増えるのにともない、人権に関する教
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育活動も広まった(タンティウィタヤピタッ夕、ヒューライツ大阪編、前掲替、 1998年、 130

頁)。

T同上替、133頁。
21997年寄性における、人権に期する昔日出

①より広い範囲の権利と自由の認証 (26，27，28，29条)

G<憲法白人権規定を強制するメカニズム α8.170条)
③人権の保護と伸長田使命をもっ諸制度の確立(国家人権委員会、オンプズマン制度、憲法裁

判所)(四6，2∞条)特に、憲法裁和所は判決によって憲法に替かれていない権利と自由を創
造し、それらを憲法上の制度に対Lて拘束力を持っとt寸、実定法的な権利にLている (27

条)。

9国家評議会と公聴委員会による検討を経て、現在はどの省からも独立Lた機関であると制定
されている。国家人権委員の立場が国家公務員であること、年開業務報告や資金運用の公開

など、日本の独立行政法人と共通する部分が多いが、直属の省庁がないなど相違点もあるた

め、同ーとみなすのは難Lい。

旭参照 タイ国家人権委員会http://www.nhrc町 th

112007年8月、 UCLへのインタビューとタイ国家人権委員会への質問調査より。

L2Suwansathit ，2000， p.98 

m人権および尊厳を扱う教育の総称はカリキュラム内に見られないため、人権に関する公的機

関の採用する 「人聞の権利および尊厳に関する教育」で代表するものとする。

I~Suwansathit， op.αι， pp.97-99 
回鈴木によれば、小学校までの2001年カリキュラムは国内の社会情情勢価値観のみを扱うもの

であるとされており、実際にカリキュラム内に他国および国際的な情勢への言及は見られな

い(鈴木、 2日07年、 134-135頁)ため、本稿では中等学校6年間のカリキュラムを比較Lた。

略鈴木、 2日日7年、 134-135頁。

口平田利文、 1981年。平田は、 1978年の初等教育カリキュラムを分析し、国民の義務について

の内容が現在と比べて詳細に決められていたことを示 Lている。

強以下特記Lない場合、 2∞1年カリキュラムに基づく教科書分析は、筆者和訳による、 Thaiw

at阻naphaanit祉の中等3年、 6年の教科書 (2日間年発行)に基づく。

"鈴木、前掲論文、 139頁。

OOChantavanich. 2∞3， p.8 
n筆者が確認LたのはThaiwattanaphaanit社、 1988年(中等6年)。

勧rhaiwat同naph岨 nit社、 20(陥年(中等6年)の教科書少数民族の項目内容より。

包Chantavanich 叩 αι，p.9 
M不法滞在者はこれまで 「公文曹を偽装Lた犯罪者」と Lて扱われていたが、ここ4-5年で
「劣悪な環境で労働さゼられていた被害者」という見方に変わった。また、入国元の国では

彼らを保護する法維が存在Lないことが多く、彼らを帰国させるのカタイ国籍を与えるのか
について議論が分かれている白日昨年12月、タイ国家人権委員会、ナイヤナ ニスバンプリ

委員へのインタビューによるん

笛Thaiwat阻naph岨 nit社 2凶6年、前掲書。 「少数民族 という単元内で少数民族にまつわる

4つ白問題と Lて 「麻薬製造・常習JI人権問題JI土地所有問題JI国境周辺の人々」が半
頁ずつ述べられている。 「人権問題」の項では少数民族の居住 ・麻薬問題・国境付近の避難

民と他の項目内容を包括的に取り上げているため、特にこの部分を本文に記Lた。
舗「無国籍」という言葉はないが、第三章30条で属性や信条 ・思想等による不当な差別を禁じ

ている。

m平田編著、向上替、 203-218頁。
姐トーンティウ、 2007年、 2胡頁。

箇2007年8月、自由人権協会でのインタピュ と、 CCJP機関紙，Justiceand Peace， issue #2， 
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2005より。
羽阿久津、ヒ 1 ーライツ大阪編著、 2007年、 40頁。
aタンティウィタヤピタック、ヒュ ライツ大阪、 1998年、前掲啓、 1羽一135頁。
忽2007年8月、タイ正義と平和協議会で白インタビューより。
舗Ibid.および、プランテリア、 1999年、前掲啓、 8頁。
:WPombejr. (HP) 

箪Ibid.に詳Lいレッスンプランとワークシートの内容が記載されている。
お1995年9月、中園田北京において開催された第四回世界女性会議、北京宣言白内容より。
罰Merry.2日06
舗Ibid..p.38
舗Ibid..p.42
aタイ国では、人権の普遍性を重視し、国際機関白定義にできるだけ近い形で教育を行うべき

とする立場と、仏教など従来の文化や価値観に沿った形で白人権教育が望ま Lいとする立場
があり、またそれぞれの理念に基づいた教育実践も行われている。両者の立場についてはH

ongladrom(1鈎めがタイ目代表的論者であるPayuttoとSivarak回目相違点を考察 Lている。

。t較教育政策学講座 博士後期課程 1回生)
(受稿2∞8年9月8目、改稿2旧日8年12月1目、受理2008年12月11日)
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The Aim and Problems of Human Rights Educat ion in Thailand 
A Case Study of an Associated School Project 

BABA Satoko 

The need for human rights education is now shared in every country. In many 

international instruments . including the Universal Declaration of Human Rights, human 

rights education is sure to be regarded as one of the important means of protecting 

human rights and dignity . "What are human rights?" however, has been the subject of 

controversy in the study of international law over the past few years. In the United 

Nations Decade for Human Rights Education, human rights is defined as being universal 

and inseparable . But in many countries, especially in Asia, the discussion about the 

universality of human rights has also been activated from the viewpoint of cultural 

relativism in recent years . Merry (2006) showed that the method and contents of human 

rights education can change whether educators think universality of human rights is 

important. The purpose of this paper is to examine the concept of the universality of 

human rights and the problem of human rights education in Thailand . First I analyze 

national curriculum and textbooks to examine the national opinions of human rights . 

Second, I examine the Associated Schools Project (a joint project of the Ministry of 

Education and UNESCO) a project to which Ministry of Education is deeply related 

because it is the main official activity of human rights education in Thailand. 
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